２月臨時県議会での一般質問のために
２０１３年２月１８日　日本共産党・火爪弘子

（1） 平成２４年度２月補正予算案に関連して
県補正予算案は、安倍内閣の「緊急経済対策」実行を目的とした１３兆円にも及ぶ国の大型補正予算案を受けて編成されたものです。
　日本共産党は１５日衆議院本会議での採決にあたって、この予算案の問題点を４点に分けて指摘し反対しました。その第一は、国債の大量発行によって不要不急の大型開発を含む公共事業が露骨に復活していること、第二は、被災地の復興対策がきわめて不十分なこと、第三に基礎年金国庫負担の財源２.９兆円をつなぎ国債で確保するとし、結局は消費税増税でまかなうことになること、そして第四には補正予算としては過去最大の軍事費を計上し、安倍内閣のもと危惧される周辺諸国との軍事的緊張を高めかねない予算であるということです。
　とりわけ、５兆円にも及ぶ国債発行が国家財政をさらに苦しくし、それを理由にした消費税大増税や国民への負担増、社会保障制度の危機・大後退につながりかねません。国債の無責任な発行は、国債の信用低下、価格暴落の可能性もはらむものです。まず知事に、この点についての認識をうかがいます。（知事）
　さて問題は、この国の補正予算案とそれを受けた今回の県の補正予算案とが、県内の景気・雇用対策に効果がのぞめるかということです。
　公共事業の増大は、一時的に需要を押し上げることになるでしょう。しかし、それが、県内中小業者の利益にまでつながるのかどうかです。

政府補正予算案では、成長産業への支援も一部盛り込まれています。しかし、それが景気回復につながるとは思われません。なぜなら、かつての自公政権が行った経済対策でそれは破たん済みだからです。
国際競争力強化策のもと輸出大企業の経常利益が大幅に向上し、内部留保も増大したにもかかわらず、国民の所得・雇用者報酬は、１９９７年を起点として１４年間に８８％まで落ち込みました。その結果、内需は冷え込み、ＧＤＰも９７年比で９０％まで落ち込みました。こんなことが起きているのは、発達した資本主義国で日本だけです。
　国と県の補正予算で、安倍内閣のめざす「好循環」の条件が開けるのか。知事の見解をうかがいます。（　知事　）
　私は、これまでも事あるごとに地域経済回復の要は、内需の拡大であり、国民の賃上げと福祉充実、中小企業・農業・地場産業などへの直接支援だと主張してきました。

　最近は、立場の違いを超えて「賃上げこそ景気回復のカギ」との主張がずいぶん聞かれるようになりました。厚生労働省の毎月勤労統計調査地方調査によれば、県内の５人以上の事業所の現金給与額は、平均で平成９年の月３５５,０７８円から平成２３年の２８６,３４８円まで、実に約７万円も減っています。この引上げが、景気回復のカギであるとういう認識は知事におありですか。見解をうかがいます。（　知事　）
　さて、産業空洞化対策も重要です。補正予算では意識されているでしょうか。
　１月３１日、ホンダの１００％子会社であるホンダロック庄川工場が、国内４つの生産拠点を宮崎の２工場に集約するため、９月３０日で閉鎖することを発表し県内に衝撃が走りました。グローバル競争に勝ち抜くための生産の海外移転と、それに勝ち抜く競争の激化など、産業の空洞化の典型でもあるからです。ホンダロックは旧庄川町では法人税納税額が最大であり、１９８１年の誘致には県も関わったと聞いています。県はどう受け止めているでしょうか。
　砺波市は、２月４日ただちに対策会議を開催し、１２日には会社に対し閉鎖計画の中止ないし延期、工場施設の有効活用、離職者に対する再就職支援などを要請しています。県も、この要請の立場で支援すべきですが、商工労働部長に合わせてうかがいます。（商工労働部長）
　中小企業支援という点では、中小企業振興条例を受けて「県民会議」が設置され、さらに私も提案していた分野別専門部会が設置され、中小業者の代表も委員として参加されたたことを喜んでいます。今後実効ある活用を期待しています。さっそく会議も開かれたと聞いていますが、どんな意見や要望がだされ、そのなかから、今回の補正予算案に反映されたものがあるのかどうか、部長にうかがいます。（　　　同　　　）
（2） 県職員等退職金手当支給条例等一部改正案について

　次に、県職員の退職金平均約４００万円減額の提案についてうかがいます。

　まず、この減額が市町村職員全体と外郭団体の職員に与える影響と、民間給与を含む報酬水準、県内消費に与える影響をどう認識しているのか知事にうかがいます。（　知事　）

　一昨年の１１月県議会は、「給与臨時特例法案の影響についての意見書」を全会一致で採択しています。この意見書の主題は主に給与７.８％削減問題ですが、意見書のなかでは「国家公務員の給与引き下げを地方公務員である教職員や自治体職員に波及させることは、地方自治の本旨からみてきわめて不当である」と述べています。地方公務員の退職金削減を地方に迫り、一方的に交付税を削減する国に強く抗議し、知事の見解をうかがいます。（　知事　）
　しかも、国に従って無理やり年度内に減額を実施しようとすることは理解できません。全国の都道府県の半分近くが年度内実施を見送り、県内市町村は４月１日実施で足並みを揃えたと聞いています。３月１８日実施で、退職金総額の減額補正はいくらになるのか、どうして来年度実施にしないのか、経営管理部長にうかがいます。（　経営管理部長　）

　最後に教育長にうかがいます。

　実施予定日の３月１８日は公立中学校の卒業式に当たります。退職金が一夜にして１５０万円減額になるとわかりながら、卒業式前には早期退職しづらいはずだとたいへん「卑怯な設定だ」との批判が寄せられています。二つの教職員組合がこの提案を受け入れられなかったのは当然です。教育長は、組合と決裂してまでどうして実施を強行しようとするのか抗議を込めてうかがい、私の質問を終わります。（　教育長　）
